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 地域密着型金融推進計画の進捗状況（平成 17 年 4 月～18 年 9 月） 

 

 

茨城県信用組合 

 

当組合では、金融庁の「地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクショ

ンプログラム（平成 17～18 年度）」に基づき、平成 17～18 年度を計画期間

とする「地域密着型金融推進計画」を策定しました。 

①事業再生・中小企業金融の円滑化、②経営力の強化、③地域の利用者の利

便性向上、をテーマに具体的取組みを実施しているところですが、ここに、平

成 17 年 4 月から 18 年 9 月までの 1 年半の取組みの進捗状況をとりまとめま

したので、下記のとおり、お知らせします。 

 

１．事業再生・中小企業金融の円滑化 

 

（１）創業・新事業支援機能等の強化 

  シンジケートローン（他金融機関との協調融資）や「いばらきベンチャー

企業育成ファンド」への参画により、創業・新事業支援に取り組みました。 

  また、当組合独自の取組みとして、平成 17 年 8 月に「農業事業グループ」

を設立し、農業分野向け融資新商品「篤農
と く の う

」（百方
ひゃっぽう

・上棟・ゆとり）の販売を

通じて、茨城県の基幹産業である農業向け融資の推進に積極的に取り組みま

した。さらに、平成 18 年 6 月には茨城県法人会連合会サポートローンの取

扱いを開始し、翌 7 月には農林漁業金融公庫と業務協力に関する覚書を締結

しました。 

これらの積極的な取組みの結果、合計で、4 億 4 千 8 百万円（65 件）の

創業支援融資を実行することができました。 

 

（２）取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化 

  お取引先企業に対する経営相談・支援機能を強化するため、上部団体であ

る全国信用組合中央協会が開発した業界独自の情報提供システム「あのねッ

ト」のビジネスマッチング情報提供機能の活用についての検討を行いました。 

  健全債権化等の強化については、融資管理部内に設置した専担部署「企業

支援グループ」が営業店と一体となってお取引先企業の経営改善支援に取り

組んだ結果、支援先 137 先のうち 56 先において債務者区分の良化（ランク

アップ）が図られました。 
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（３）事業再生に向けた積極的取組み 

  多様な事業再生手法のうち、ＤＤＳ（デット・デット・スワップ：債務の

資本劣後ローン化）について、対象先を選定し、その活用についての検討を

行いました。中小企業再生支援協議会や商工中金等政府系金融機関とも連携

強化を図り、再生ノウハウの蓄積に取り組んでいます。 

 

（４）担保・保証に過度に依存しない融資の推進等 

  担保・保証に過度に依存しない商品として、平成 17 年 6 月より、中小事

業者向け小口無担保融資「正直」の取扱いを開始しました。「正直」は、中小

企業団体中央会や県内商工会議所・商工会（計 10 先）との提携商品とし、

より多くの中小企業事業者の皆様にご利用いただくことができました。「正

直」の取扱実績は 6 億 6 千 6 百万円（222 件）となりました。 

  また、外部研修会に積極的に参加することで、知的財産権担保融資・流動

資産一体担保融資等、中小企業の新しい資金調達手法に関する知識を習得す

ることができました。現在、この取組みの一環として、財務諸表の精度が相

対的に高い中小企業に対する融資新商品を開発しているところです。 

   

（５）顧客への説明態勢の整備、相談苦情処理機能の強化 

  融資取引に関するお客様への説明責任の重要性を改めて全職員に周知徹底

させるために、研修会や事務指導を実施しました。また、その実効性を確保

するため、事務取扱要領やマニュアルの見直しを行いました。 

相談苦情処理機能の強化については、苦情事例の分析結果や対応策の検討

結果を営業店に還元し、類似案件の再発防止を図りました。 

 

（６）人材の育成 

  企業の将来性や技術力を的確に評価できる能力（「目利き」能力）を育成す

るために、外部講師による「融資能力（目利き）強化研修」を計 2 回開催す

るとともに、融資に関する通信教育制度の見直しを図りました。 

 

２．経営力の強化 

 

（１）リスク管理態勢の充実 

  平成 19 年 3 月末からの新しい自己資本比率規制（バーゼルⅡ）の導入に

備え、業界動向や当組合の対応事項についての調査・研究を行いました。 

また、信用リスクの計量化のため、リスクデータベースの整備、信用格付

制度の整備に取り組みました。 
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（２）収益管理態勢の整備と収益力の向上 

信用リスクに見合った適正な金利設定を行っていくために、ＣＲＤ（信用

リスクデータベース）を活用した信用格付制度の整備に努めました。 

また、保険商品窓販等、新たな手数料収入の可能性についての研究を行い、

検討を実施しました。 

 

（３）ガバナンスの強化 

半期開示（6 ヵ月ごと）において地域貢献活動等の情報開示を行い、さら

に四半期開示（3 ヶ月ごと）を実施するなど、利用者の皆様にとって、より

分かりやすく、よりタイムリーなディスクローズの実施を心がけました。 

また、総代地区懇談会を開催し、その中で、総代（組合員）の皆様から、

けんしんに対する貴重なご意見をいただくことができました。今後、当組合

の経営に役立てて行きたいと考えています。 

 

（４）法令等遵守（コンプライアンス）態勢の強化 

  当組合では、「以
い

身
し ん

作
さ く

則
そ く

（遵法）」を企業経営の根幹として位置付けており、

日頃から、職員向けの研修会や勉強会を通じて、役職員一人ひとりがより高

いコンプライアンス意識を身につけるよう努めています。 

また、平成 17 年 4 月の個人情報保護法の完全施行に伴い、全職員が通信

講座「個人情報取扱者講座」（銀行研修社）を受講したほか、個人情報保護に

係る営業店事務指導や研修会を実施するなど、お客様情報の適切な管理・取

扱いを確保するための取組みも実施してまいりました。 

 

（５）ＩＴの戦略的活用 

  平成 17 年 11 月より、法人・個人事業者向けインターネットバンキング

サービス「けんしんビジネスバンキング」の取扱いを開始し、中小事業者の

皆様の利便性の向上を図りました。 

 

３．地域の利用者の利便性向上 

 

（１）地域貢献等に関する情報開示 

  ディスクロージャー誌において、企業の社会的責任（ＣＳＲ）を含む当組

合の地域貢献の状況を、図や写真を使って分かりやすく開示しました。 
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（２）地域の利用者の満足度を重視した金融機関経営の確立 

お客様のニーズやご意見を当組合の経営に反映させ、お客様の利便性と満

足度の向上を図るために、平成 18 年 1 月に利用者満足度調査（ＣＳ調査）

を実施しました。 

調査対象者の約半数にあたる 8,549 人のお客様からご回答をいただくこ

とができました。調査終了後、早速“お客様の声”を各営業店に伝達し、す

ぐに対応可能なものから改善に取り組んでいます。 

 

（主な改善策） 

・ お客様の利便性向上のための取組みとして、土曜日・日曜日も営業してい

るローン相談室を 4 店舗に増設しました。 

・ 商品・サービス充実のための取組みとして、ニーズに合わせた住宅ローン

金利優遇キャンペーンの開始や、懸賞金付定期預金の販売を実施しました。 

・ 安全性向上のための取組みとして、ＡＴＭコーナーの後方確認ミラー・覗

き見防止パネルを設置しました。 

・ 情報開示のための取組みとして、小冊子「もっともっと知ってください」

の内容の充実を図りました。 

 

（３）地域再生推進のための各種施策との連携等 

水戸市が「中心市街地活性化基本計画」に基づき実施している空き店舗対

策等を支援する観点から、水戸市赤塚駅前多機能複合ビル「ミオス」の活性

化のために、同ビル内に新店舗「赤塚駅前出張所」を出店しました（平成 18

年 4 月）。当組合出店による相乗効果もあり、空き店舗への出店の動きがでて

います。 

また、地方公共団体、商工会、商店会等を訪問し、地域再生に関する情報

を収集しました。 

 

 

以 上 


